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第111回定時株主総会資料
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株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 8,428 6,870 63,194 △1,642 76,850
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,487 △1,487
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 6,041 6,041
自 己 株 式 の 取 得 △1,000 △1,000
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0
連 結 子 会 社 株 式 の
取得による持分の増減 9 9

土地再評価差額金の取崩 49 49
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － 9 4,602 △1,000 3,612
当 期 末 残 高 8,428 6,879 67,797 △2,642 80,462

その他の包括利益累計額 非支配株主
持 分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 6,726 △1,364 1,356 1,951 8,670 3,684 89,205
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,487
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 6,041
自 己 株 式 の 取 得 △1,000
自 己 株 式 の 処 分 0
連 結 子 会 社 株 式 の
取得による持分の増減 9

土地再評価差額金の取崩 49
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

1,330 △158 748 138 2,059 697 2,756

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 1,330 △158 748 138 2,059 697 6,368
当 期 末 残 高 8,056 △1,522 2,104 2,090 10,729 4,382 95,574

連結株主資本等変動計算書
2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで

(百万円未満切捨)

－ 1 －



・連 結 子 会 社 の 数 ……35社
・主要な連結子会社の名称 ……四日市海運株式会社ほか34社
・主要な非連結子会社の名称 ……愛三商船株式会社ほか８社

・主 要 な 会 社 等 の 名 称 ……南大阪埠頭株式会社、中部コールセンター株式会社ほか7社

・主 要 な 会 社 等 の 名 称 ……愛三商船株式会社、多度開発株式会社ほか

連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社９社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益および利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴ 持分法を適用した非連結子会社および関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社または関連会社数　……９社

⑵ 持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の状況

（持分法を適用しない理由）
持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益および利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と
しても重要性がないため持分法の適用から除外しております。

⑶ 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表
を使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、Trancy Logistics America Corporationほか海外連結子会社８社の決算日は12月31
日であります。連結計算書類の作成にあたっては当該連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しており
ます。
ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準および評価方法

①　有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
②　棚卸資産 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）
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⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。
②　無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法を採用しております。

③　リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
（残価保証の取決めがある場合は残価保証額）とする定額
法を採用しております｡

④　使用権資産 使用権資産については、リース開始日から、使用権資産の
耐用年数またはリース期間のいずれか短い期間にわたって
規則的に減価償却しております。

⑶　重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
② 賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。
⑷　重要な収益及び費用の計上基準
　　当社グループは、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換

に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。主要な事業である総合物流事業における主な
履行義務は、物品の保管サービスおよび輸送サービスであり、顧客との契約から生じる収益は、主とし
て一定の期間にわたり進捗に応じて収益を認識しております。

⑸　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。
なお、在外連結子会社等の資産および負債は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および
費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および非
支配株主持分に計上しております。

② ヘッジ会計の方法
特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引は特例処理を行っております。

③ のれんの償却方法および償却期間
５年間で均等償却しております。
ただし、僅少な場合は、当該勘定が生じた連結会計年度の損益として処理しております。
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④ 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づ
き、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。
なお、年金制度上、年金資産の額が退職給付債務を超える場合には、退職給付に係る資産として計上
しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に
より発生年度から費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
一部の連結子会社については、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

会計方針の変更に関する注記
グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱いの適用
　「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46
号　2024年3月22日　企業会計基準委員会）を当連結会計年度の期首から適用しております。なお、連結計
算書類に与える影響は軽微であります。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 77,203百万円

建物 3,938百万円

未払金 52百万円
長期未払金 526百万円

⑵　再評価を行った年月日 2002年３月31日

時価と再評価後の帳簿価額との差額 7,632百万円

連結貸借対照表に関する注記

２．担保に供している資産およびそれに係る債務
⑴　担保に供している資産

⑵　担保に係る債務

３．土地の再評価による帳簿価額との差額
連結計算書類作成会社について、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）およ
び土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号、平成13年３月
31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係
る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再
評価差額金」として純資産の部に計上しております。

⑴　再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める
「固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法」によっております。

⑶　再評価を行った土地の期末における

（時価が帳簿価額を下回る金額）
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普通株式 67,142,417株

決　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2024年 6 月27日
定時株主総会 普通株式 444 7.00 2024年 3 月31日 2024年 6 月28日

2024年11月11日
取締役会 普通株式 1,042 16.50 2024年 9 月30日 2024年12月４日

決議予定 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年 6 月27日
定時株主総会 普通株式 1,406 利益剰余金 22.50 2025年 3 月31日 2025年 6 月30日

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末日における発行済株式の種類および総数

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入お
よび社債発行による方針であります。デリバティブは、主に借入金の金利変動リスクの回避のために利
用し、投機的な取引は行っておりません。

⑵　金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び営業未収金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関し
ては、当社グループの与信管理規程等に従い、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、
主な取引先の信用状況を半期ごとに把握する体制としております。
投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係
を有する企業の株式であり、定期的に時価を把握しております。
営業債務である営業未払金は、１年以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金と社債は主に設備投資に
係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長
期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約
ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッジの有効性
の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性
の評価を省略しております。
長期預り保証金は、主にゴルフ場の預託金であります。
デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行
っております。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、国内においては
キャッシュマネジメントシステムを導入することによりグループ各社の資金を一元管理し、また、海外
においては必要な資金を機動的に供給する体制を構築することにより、当該リスクの低減を図っており
ます。

⑶　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その
金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時価 差　額

⑴　投資有価証券

その他有価証券（注）２ 16,311 16,311 －

資産計 16,311 16,311 －

⑴　社債 8,000 7,784 △215

⑵　長期借入金（注）３ 29,191 28,636 △554

⑶　長期預り保証金

ゴルフ場の預託金 1,810 1,376 △433

負債計 39,002 37,797 △1,204

２．金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであ
ります。

（注）⒈ 預金と短期間で決済される債権債務については、時価が帳簿価額に近似することから、記載を省
略しております。

（注）⒉ 非上場株式（連結貸借対照表計上額494百万円）、子会社株式および関連会社株式（連結貸借対
照表計上額8,550百万円）は、「⑴投資有価証券」には含めておりません。

（注）⒊ デリバティブ取引に関する事項
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理さ
れているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表
計上額

時価
レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 16,311 16,311 － － 16,311

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表
計上額

時価
レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合計

社債 8,000 － 7,784 － 7,784
長期借入金 29,191 － 28,636 － 28,636
長期預り保証金
　ゴルフ場の預託金 1,810 － 1,376 － 1,376

負債計 39,002 － 37,797 － 37,797

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1)時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

⑵時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
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（単位：百万円）

総合物流事業 その他
の事業

（注）１
合計

倉庫業 港湾運送業 陸上運送業 国際複合
輸送業 その他 計

売上高

顧客との契約から生じる収益 51,893 20,882 19,789 28,511 1,633 122,710 1,102 123,813

その他の収益（注）２ － － － － － － 952 952

外部顧客への売上高 51,893 20,882 19,789 28,511 1,633 122,710 2,055 124,765

（注）時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明
社債

元利金の合計額を当該社債の残存期間に応じ、信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により
算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
元利金の合計額を当該長期借入金の残存期間に応じ、信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法
により算定しており、レベル２の時価に分類しております。なお、変動金利による長期借入金は金利スワ
ップの特例処理の対象としており、当該金利スワップと一体として処理した元利金の合計額を用いて算定
しております。

長期預り保証金（ゴルフ場の預託金）
想定した返還期間に基づいて算出した将来キャッシュ・フローを、信用リスクを加味した利率を基に、割
引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

（注）⒈ 「その他の事業」の区分は総合物流事業に含まれない事業であり、不動産業・建設業・損害保険
代理店・自動車整備・ゴルフ場等を含んでおります。

（注）⒉ 企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる収益です。
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２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
当社グループは主として総合物流事業を提供しており、倉庫業、港湾運送業、陸上運送業、国際複合輸送
業等で構成されております。これらの主な履行義務の内容および収益認識は、以下のとおりであります。

⑴倉庫業
倉庫業では顧客から寄託を受けた物品を倉庫に保管し、その対価として保管料を収受しております。ま
た、保管業務に関連して寄託貨物の入出庫、配送および軽易な加工業務を行い、その対価として荷役
料、配送料および附帯・物流加工料を収受しております。
保管業務に関しては、保管期間の経過に応じて履行義務を充足し、顧客にサービスを移転する契約とし
て、経過期間に応じて収益を認識しております。
保管以外の業務に係る履行義務に関しては、契約において一定期間にわたるサービスの提供が定められ
ている場合はその経過期間に応じて、また、物量に応じたサービス対価の契約である場合はサービス提
供の進捗に応じて、その物量を考慮した収益を認識しております。

⑵港湾運送業
港湾運送業は、港湾において海上輸送と陸上輸送を接続させるもので、当社グループでは、国土交通省
の免許を必要とする貨物の船積みおよび陸揚げ作業、荷捌きを行う事業と、これに付随する事業を行っ
ております。
これらは、顧客の物品の国内外への移動を伴う作業に関連する履行義務であり、作業の進捗に応じて顧
客にサービスを移転する契約として、その取扱量に応じた収益を認識しております。

⑶陸上運送業および国際複合輸送業
陸上運送業では、日本国内の貨物について、車両や鉄道を使用して運送を行っております。また、国際
複合輸送業では、輸出入貨物について、荷送人の指定場所から荷受人の指定場所まで一貫した運送責任
を持ち、最適な輸送手段を用いて輸送を行っております。
これらは、履行義務を充足するにつれて顧客にサービスを移転する契約として、一定の期間にわたり収
益を認識しており、履行義務の充足に係る進捗率の見積り方法は、主として輸送予定日数によっており
ます。なお、サービスの提供開始から履行義務を充足するまでの期間が著しく短い輸送については、一
定の時点で収益を認識しております。

取引価格の算定においては、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で当該財又はサービス
と交換に受け取ると見込まれる金額で測定しております。取引の対価は、履行義務を充足してから１年以
内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。なお、当社グループでは顧客に対して各履行義
務に対応した見積りを提示して価格を決定していることから、取引価格の配分が必要な契約は有しており
ません。
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（単位：百万円）

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 17,420

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 16,626

契約資産(期首残高) 606

契約資産(期末残高) 710

契約負債(期首残高) 434

契約負債(期末残高) 473

１．１株当たり純資産額 1,458円92銭
２．１株当たり当期純利益 95円75銭

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等

契約資産は、履行義務を充足するにつれて収益を認識する総合物流事業等の対価に係る当社グループの
権利に関するものであります。契約資産は、対価に係る当社グループの権利が無条件になった時点で顧
客との契約から生じた債権に振り替えられます。
契約負債は、履行義務を充足するにつれて収益を認識する総合物流事業等の契約について、当該契約条
件に基づき、顧客から受け取ったサービスの対価のうち、前受金に相当するものであります。契約負債
は、収益の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識した収益のうち、期首時点で契約負債に含まれていた金額は434百万円です。

⑵ 残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引はありません。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本 剰 余 金

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
配 当 準 備
積 立 金

特 別 償 却
準 備 金

固 定 資 産
圧 縮 積 立 金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 8,428 6,544 289 1,200 400 46 1,211
当 期 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 0
固定資産圧縮積立金の
取 崩 △15

特別償却準備金の取崩 △17
土地再評価差額金取崩
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － 0 － － △17 △15
当 期 末 残 高 8,428 6,544 289 1,200 400 29 1,196

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計

利益剰余金 自 己
株 式

株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土 地
再 評 価
差 額 金

評価・換算
差額等合計そ の 他 利 益 剰 余 金

別途積立金 繰越利益剰余金
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 6,400 31,207 △1,642 54,085 6,335 △1,364 4,971 59,056
当 期 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,487 △1,487 △1,487
当 期 純 利 益 4,492 4,492 4,492
自 己 株 式 の 取 得 △1,000 △1,000 △1,000
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0
固定資産圧縮積立金の
取 崩 15 － －

特別償却準備金の取崩 17 － －
土地再評価差額金取崩 49 49 49
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 1,433 △158 1,274 1,274

当 期 変 動 額 合 計 － 3,086 △1,000 2,053 1,433 △158 1,274 3,328
当 期 末 残 高 6,400 34,294 △2,642 56,139 7,768 △1,522 6,245 62,384

株主資本等変動計算書
2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで

(百万円未満切捨)

－ 13 －



個別注記表

重要な会計方針にかかる事項に関する注記
重要な会計方針
⑴　資産の評価基準および評価方法
①　有価証券

子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
なお、有価証券の分類は「金融商品に係る会計基準」によっております。

②　棚卸資産（貯蔵品） 移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定額法を採用しております。
②　無形固定資産 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
① 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
② 賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。
③ 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度における退職給付債務および年金資
産の見込額に基づき、当事業年度において発生していると認められる額を計上しております。
なお、企業年金基金については、年金資産の額が、退職給付債務に未認識過去勤務費用および未認識
数理計算上の差異を加減した額を超過しているため、当該超過額を前払年金費用として投資その他の
資産に計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法によ
り発生年度から費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10
年）による定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
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⑷　重要な収益及び費用の計上基準
当社は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け
取ると見込まれる金額で収益を認識しております。主要な事業である総合物流事業における主な履行
義務は、物品の保管サービス及び輸送サービスであり、顧客との契約から生じる収益は、主として一
定の期間にわたり進捗に応じて収益を認識しております。

⑸　ヘッジ会計の方法
特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引は特例処理を行っております。

⑹　退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、
連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

会計方針の変更に関する注記
グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱いの適用
　「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46
号　2024年3月22日　企業会計基準委員会）を当事業年度の期首から適用しております。なお、計算書類に
与える影響は軽微であります。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 54,992百万円

⑴　短　期　金　銭　債　権 1,935百万円
⑵　長　期　金　銭　債　権 453百万円
⑶　短　期　金　銭　債　務 13,457百万円

⑵　再評価を行った年月日 2002年３月31日
⑶　再評価を行った土地の当事業年度末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額 7,632百万円

営 業 取 引 高
売 上 高 10,869百万円
営 業 費 用 36,266百万円
営業取引以外の取引高 1,033百万円

普通株式 4,635,923株

貸借対照表に関する注記

２．関係会社に対する金銭債権債務

３．土地の再評価による帳簿価額との差額
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）および土地の再評価に関する法律の一
部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号、平成13年３月31日公布法律第19号）に基づ
き、事業用土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る
繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部
に計上しております。
⑴　再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める
「固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法」によっております。

　　　　　（時価が帳簿価額を下回る金額）

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の数
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繰延税金資産
未 払 事 業 税 71百万円
賞 与 引 当 金 215百万円
貸 倒 引 当 金 25百万円
関 係 会 社 株 式 1,249百万円
資 産 除 去 債 務 149百万円
そ の 他 204百万円
繰延税金資産小計 1,914百万円
評 価 性 引 当 額 △1,299百万円
繰延税金資産合計 615百万円
繰延税金負債
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △539百万円
その他有価証券評価差額金 △3,506百万円
前 払 年 金 費 用 △344百万円
退 職 給 付 信 託 設 定 益 △250百万円
そ の 他 △40百万円
繰延税金負債合計 △4,682百万円
繰延税金負債の純額 △4,067百万円

税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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属　性 会社名 事業の内容
議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関係内容
取引の
内　容

取引金額
（百万円）科　目

期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

子 会 社

四日市海運
株 式 会 社

港湾運送
業他

直　接
89.2％

役員
１名

物流サー
ビスの提
供を受け
ている。

キャッシュ
マネジメン
トシステム
による借入

－ 短　期
借入金 1,981

三鈴カントリー
株 式 会 社

ゴルフ場
経営他

直　接
100％

役員
１名 資金の借入

キャッシュ
マネジメン
トシステム
による借入

－ 短　期
借入金 2,114

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

大 有 建 設
株 式 会 社 建設業他 － － 設備の修

繕等 改修工事等 36

営　業
未払金 5

未払金 31

１．１株当たり純資産額 998円06銭
２．１株当たり当期純利益 71円20銭

関連当事者との取引に関する注記

（注）取引条件および取引条件の決定方針
⒈ キャッシュマネジメントシステムは、国内において当社グループ内の企業相互間の余剰資金を集中管
理することにより、資金の効率化を図る目的で導入しており、市場金利等を勘案した上で、取引条件
を決定しております。また、グループ内の参加会社間で資金の貸借を随時行っているため、取引金額
は記載しておりません。

⒉ 大有建設株式会社は、当社執行役員の近親者が自己の計算において議決権の過半数を所有しておりま
す。

⒊ 大有建設株式会社の取引内容は、数社からの見積りと品質等を勘案して発注先と価格を決定してお
り、支払条件は第三者との取引条件と比較して同等であります。

収益認識に関する注記
　連結計算書類の「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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退 職 給 付 債 務 7,360百万円
年 金 資 産 13,657百万円
未 積 立 退 職 給 付 債 務 △6,296百万円
未 認 識 過 去 勤 務 費 用 △15百万円
未認識数理計算上の差異 △3,034百万円
貸 借 対 照 表 上 の 純 額 △3,247百万円
前 払 年 金 費 用 4,413百万円
退 職 給 付 引 当 金 1,166百万円

その他の注記
退職給付債務等
当事業年度末の退職給付債務等の金額は以下のとおりであります。

（注）年金資産には、企業年金基金に対して設定した退職給付信託に係る年金資産が32％含まれておりま
す。
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